









































期間は、平成 22 年 1 月～ 3月であった。

























































19 施設のうち調査に回答の協力が得られたのは 14 施設
（73.7％）であった。質問紙による調査、聞き取り調査
並びに写真撮影による訪問調査のすべてに協力が得られ
たのは 12 施設であった。病床数別では、200 床未満は 2















800 床以上の病院、600 床以上 700 床未満の病院に各 1
名であった。専門看護師の種類では慢性疾患看護とがん




























床以上から 500 床未満では 2/5 施設（40.0％）、200 床









Ⅰ プログラム等　　　　　　　　　充足している・充足してない している してない している してない している してない している してない
看護部
　１．教育プログラム（評価を含む） 0 2 2 3 7 0 9 5 
　２．研究支援プログラム（評価を含む） 0 2 3 2 5 2 8 6 
（N=6） （N=13）
　３．教育・研究活動の予算 0 2 1 4 3 3 4 9 
病棟
　１．看護部門（病棟）ごとの教育プログラム（評価を含む） 0 2 1 4 6 1 7 7 
　 　２．看護部門（病棟）ごとの研究支援プログラム（評価を含む） 0 2 1 4 3 4 4 10 
　３．看護部門（病棟）ごとの教育・研究活動の予算 0 2 0 5 2 5 2 12 
Ⅱ 支援環境　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　有・無 あり なし あり なし あり なし あり なし
病院全体
　１．ＰＣ環境の有無 1 1 5 0 7 0 13 1 
　２．文献検索環境 0 2 5 0 7 0 12 2 
　３．ＰＣソフト（統計ソフト、文献検索環境） 0 2 3 2 6 1 9 5 
　４．図書室の環境 1 1 5 0 7 0 13 1 
（N=6） （N=13）
　５．学習室の環境 0 2 1 4 3 3 4 9 
（N=4） （N=13）
　６．院内研究会開催 2 0 0 4 4 3 6 7 
看護部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　１．ＰＣ環境の有無 2 0 5 0 7 0 14 0 
（N=4） （N=13）
　２．文献検索環境 1 1 3 1 4 3 8 5 
（N=4） （N=13）
　３．ＰＣソフト（統計ソフト、文献検索環境） 1 1 2 2 5 2 8 5 
（N=3） （N=6） （N=11）
　４．図書室の環境 1 1 2 1 1 5 4 7 
　５．学習室の環境 0 2 1 4 1 6 2 12 
　６．院内研究会開催 1 1 5 0 7 0 13 1 
Ⅲ その他の支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　有・無 あり なし あり なし あり なし あり なし
　１．院内研究会と院外の学会や研究会との関連 2 0 4 1 4 3 10 4 
　２．学会および研究会発表に対する資料作成などの支援環境 0 2 4 1 6 1 10 4 
　３． 個人やグループからの申し出に対する学会および研究会
　　　発表支援環境
1 1 5 0 6 1 12 2 
　４．学会および研究会参加など旅費・出張などの支援環境 2 0 5 0 6 1 13 1 
　５．大学進学に対する支援環境 1 1 2 3 4 3 7 7 
　６．大学院進学に対する支援環境 1 1 3 2 5 2 9 5 
（N=13）
　７．専門看護師取得に向けた支援環境 1 1 2 2 4 3 7 6 
　８．認定看護師取得に向けた支援環境 1 1 5 0 7 0 13 1 
　９． 臨床指導者講習会など教育機能としての研修会参加の支
　　　援環境
2 0 4 1 7 0 13 1 








していた 8施設は、500 床以上の病院 5施設、200 床以
上から 500 床未満では 3施設であり、200 床未満はみら
れなかった。
　教育・研究活動の予算において『充足なし』と回答し

























のうち 4施設（30.8%）、看護部全体では 2/14 施設
（14.3%）に留まった。
　研究活動支援として、院内研究会の開催の有無は、病



















































れた 200 床未満は 2施設、200 床以上 500 床未満は 5施
設であり、500 床以上は 7施設合計 14 施設において、
教育・研究環境の状況は①教育プログラムにおいて『充
足あり』と回答していたのは 9/14 施設（64.3％）施設
であり、充足度が高い順に、病床数別の 500 床以上の 7






























































数にかかわらず 14 施設の 93％は支援環境があることが
示され積極的な方針が見られたが、大学進学、大学院進
学については、50 ～ 65％にとどまり、看護部の聞き取
り調査においても明確な方針が示されることはなかっ
た。これらの結果は、進学については個人による自己啓
発にとらえられる風潮があり、影響を受けていることが
予測される。現在、看護師のベビーブーム世代が退職に
近づいていることなども考えると看護労働力の高齢化が
懸念されるため、看護教育の投資は今後ますます必要に
なるのではないかと考える。
　教育担当者への聞き取り調査では、研究支援において
500 床以上では「（近隣の）大学の協力を得ている」「院
内の人員で指導が実施されている」などがあり、何をど
う支援すればよいのか方向性をとらえていた内容が示さ
れた。一方、500 床未満では「院内発表会で看護部長賞
などを設けている」など、まずは研究を行う気持ちを高
めることに気を配る内容などが示された。病院の規模に
よるそれぞれの特徴に合わせた支援の必要性が示唆され
たと考える。
　今回、看護部を中心に、教育・研究支援についての調
査を行ったが、病院の規模によって、研究支援において
問題の所在に違いがあることが示された。画一的な支援
ではなく、それぞれに問題としていることに焦点を合て
た支援を必要としていることが示唆されたと考える。病
院で働く看護師には、療養生活を支援する看護ケアとし
ての技術や知識のほか、患者本人、家族、医師、コ・メ
ディカルとの調整などさまざまな能力が求められる。目
先の教育のみでなく、一生の仕事として従事したいとす
る志を支援するなら進学の希望もまた重要な看護教育の
環境の 1つとなるであろう。今後、500 床未満での課題
について更なる調査を進めて、必要とされる教育・研究
支援について明らかにして、本大学が行える支援をもっ
て連携したいと考えた。
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